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研究の概要 

 

本研究の目的  

  現在、社会体育施設および都市公園以外のスポーツが実施できる場の情報を一元的

に把握している自治体はほとんどない。今後の人口減少社会において、永続的なスポ

ーツ環境を提供するためには、スポーツ施設というストックの適正化は欠かせないが、

その前段階として適切な情報把握およびその情報の活用が求められている。  

本研究では、社会体育施設や都市公園に加え、その他スポーツの実施が可能な場所

を「スポーツの場」とし、将来的なその情報の一元化に向け、どのような施設が文部

科学省（スポーツ庁）の実施する現状の調査から漏れているかを事例的に確認し、施

設統計調査の手法等に対して示唆を行うための基礎資料を収集するとともに、先進事

例をもとに、スポーツ施設の情報を効率的・効果的に収集・公開・更新する方法を検

討することを目的とした。  
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